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1　世界経済圏の動向

1.1　世界の経済圏と生産拠点の変化
世界の主要経済圏である EU（欧州連合），

NAFTA（北米自由貿易協定）に係る不安定性や，
世界の生産工場といわれてきた中国の人件費高騰
等により，世界の中心的な生産拠点は経済圏とし
ては新しい ASEAN 経済共同体に移行しつつあ
る。

ASEAN 経済共同体の発展は，発電・交通等の
基幹インフラと経済特別区のような生産基盤イン
フラがタイミング良く整備されてきたことが源泉
になり，生産活動の国際分業体制が短期間に構築
されて急速な経済発展を遂げ，アジアの奇跡とい
われている。これらは日本の建設産業のみならず
製造業を含む全産業によるオールジャパンの貢献
によることが世界に認められている。

さらに，ASEAN 経済共同体の東方には TPP
（環太平洋パートナーシップ）が既に発効し，近
い将来，RCEP（東アジア地域包括経済連携）も
形成される。西方には中国主導による一帯一路

（OBOR：one belt, one road, initiative）の整
備が進んでいる。また，インド太平洋地域を含む

アジア太平洋広域経済圏が構想され，将来には，
アフリカに繋がることが予測されている。

1.2　CO2 排出量の推移
2015 年の COP21（パリ協定）で計画され

た温暖化対策の実施が本年 2020 年より開始さ
れる。そのため，昨年末にスペインで開催された
COP25 において世界各国の 2030 年 CO2 削
減目標が野心的に引き上げられたが，具体的な対
策は議論されずに終了した。

一方，国連人口統計によれば，我が国の現人口
は約 1 億 2 600 万人であるが，2058 年には
1 億人を下回り，2100 年には約 7 500 万人
へと減少することが予測されている。逆に，世界
の現人口は約 77 億人であり，2050 年には約

図 1　世界の主要経済圏（筆者作成）
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97 億人，2100 年には約 109 億人へと増加す
ることが予測されている。

温室効果ガス排出の主原因が産業活動であるこ
とは長期的にさほど変化しないと仮定した場合，
技術革新等を考慮しても，世界的な人口増加によ
る生産量の増加により，CO2 発生抑制目標を達
成することが如何に難しいことかが推測できる。

1.3　拡大する激甚災害
我が国は，2018年の西日本豪雨や台風21号，

2019 年の台風 19 号等の激甚自然災害に襲われ
たが，近年，これらと同等の豪雨被害が世界の生
産拠点でも起こっている。また，昨年から本年に
かけて，新型ウイルスが拡散し，世界のサプライ
チェーンが停滞している。今後の国際生産ネットワー
ク構築にはより一層の慎重さが求められている。

2　日本に求められる役割

2.1　日本の将来的経済規模
世界の GDP に関し，国連を始め多くの機関が

将来予測を行っている。詳細はこれらの経済専門
誌に委ねるとするが，予測に共通した見解は，日
本の大幅な順位下降である。GDP 予測の変数と
して人口動態，資本投資，教育水準，技術進歩等
が含まれるが，日本経済は 2030 年を境にして大
きく失速し，そのかわりに新興国の台頭が予測さ
れている。日本が今まで基本的に頼りにしてきた
経済規模に依存した政策や技術では世界の中で優
位性を保てなくなると考えておくべきであろう。

2.2　日本の役割
今から 5 年前の 2015 年，世界にはパラダイ

ムシフトが起こり，地球規模の持続可能な開発の
ための具体的目標である SDGs が標榜され，投
資に対し環境・社会・ガバナンスの要素を重要視
する ESG 投資の拡大政策が国連責任投資原則

（PRI）に署名された。
また，同年にはアジアにおける最初の経済共同

体となる ASEAN 経済共同体が正式に発足し，
アジアにおけるパラダイムシフトがより加速する
こととなった。

しかし，現在の国際生産ネットワークは貿易摩
擦，自然災害，新型ウイルス等に対し脆弱性を露
呈している。世界の持続可能性向上のためにも，
ASEAN 地域及び，そこから東西に延伸する新経
済圏にこのパラダイムシフトを進展させ，生産
ネットワークの多重化を図ることが日本の重要な
役割であろう。

筆者は最近過去 10 年間，アジアにおいて開発
途上国の経済復興プロジェクトに携わり，当該国
の発展のために最適となる様々なタイプの特別区
プロジェクトを推進してきた。ここでは，筆者が
経験してきたプロジェクトの中から，ASEAN の
最貧国カンボジアで実践したプノンペン経済特別
区及び，ASEAN の西隣国であるバングラデシュ
のアブドルモネム経済特別区に関するマネジメン
トを紹介したい。これらは，経済活性化を早期に
実現することを国策とする中からスタートした両
国における経済特別区第一号のスタートアップ特
区である。両プロジェクトとも，日本式マネジメ
ントにより，生産拠点としての SDGs を満たす
特区インフラを整備し，同時に海外先進国からの
ESG 投資を喚起し，世界経済圏形成の一端を担
うことを目的とした。

2.3　プノンペン経済特別区
カンボジア国は長期に渡ったポルポト政権の影

響のため，ASEAN 諸国の中でも経済規模で最下
位であり，その低さの程度は他の ASEAN 諸国
と比較することさえ難しい状況であった。

ポルポト政権終焉後の 2005 年頃，約 10 年
先の 2015 年に ASEAN 経済共同体が形成され
る機運が高まり，カンボジア政府は経済的に周辺
国のレベルに早期に追いつくことを国策とし，プ
ノンペン経済特別区プロジェクトが 2005 年に
始動した。共同体発足までの約 10 年の間に，イ
ンフラ整備を行い，海外から優良企業を誘致し，
特区生産稼働率 100 % による国の経済循環活性
を目標設定し，開発工程を逆追い決定するいわゆ
るバックキャスティング手法による開発プロセス
をとった。

内戦終了直後という不安定な政情のため，日系
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開発関連企業がプロジェクトへの参加に意欲的で
なかったため，現地財閥を主要投資家とし，さらに
現地エンジニアを主体とし，当該国を尊重する設計・
施工・運営維持管理方式をとった。マネジメント
手法として，一般均衡理論による国際分業産業解
析，特区内発電所に関する特区運営主体・シンガ
ポール電力企業・カンボジア電力局合同による
PPP （Public Private Partnership）スキーム構
築，近隣ダムと特区堤防の洪水リスク分担解析（確
率論，ベイズの定理の応用）による堤防高解析等
を通じ，スピーディーな民間開発が可能となった。

その後，カンボジア国は順調な経済発展を遂
げ，ASEAN 経済共同体中で GDP 伸び率第一位
の座を獲得した。さらに，特区入居企業の日系大
手電気・電子企業により，遠隔操作によるカンボ
ジア主要都市の街灯整備が推進され，都市全体の
消費電力効率化を図るスマートシティーが形成さ
れつつあり，特区によるシームレスな開発循環効
果が着目されている。

2.4　アブドルモネム経済特別区
バングラデシュ国は ASEAN 経済共同体とイン

ド・アフリカ経済圏を結ぶ重要な位置に存在する。
同国における経済特別区の歴史は古く，1990

図 2　�プノンペン経済特別区全景 
（約 400 ha，生産インフラ完備）

写真 1　�プノンペン経済特別区設計状況（中央が筆者，他の技術
者は全てカンボジア人，タイ人，中国人，インド人等）

年代にイギリスの支援を受けて建設された政府管
理 に よ る 経 済 特 別 区 が 八 つ 稼 動 し て い る。
ASEAN 諸国よりも低廉な労働単価と豊富な労働
資源により，世界の製造業の次期進出候補地と
なっているが，バングラデシュ政府には新規特区
を整備運営する余力がなく，民活に活路を見出す
機運が高まっていた。

筆者は，国際機関の経済特別区マスタープラン
エキスパートとして同国の国土開発計画に携わっ
ていた関係から，同国の大型製造業導入型民活特
区として第一号となるアブドルモネム経済特別区
のマスタープランを担当した。ゼロインフラから
のスタートであったが，現地財閥を主要投資家と
する民間特区と公共電力施設・公共交通結節点の
組合せを基調にし，経済活性と環境保全が基本コ
ンセプトになっている。現在，大型製造業導入型
の民活経済特別区第一号として建設に至っている。

既に日系大手車輌メーカーが特区内で生産活動
を開始し，バングラデシュ国において多くの後続
特区を誘発し，同国の環境改善と経済活性化に貢
献している。

3　日本の技術士の役割

3.1　マネジメント技術による貢献
前章で示した二つのスタートアップ特区プロジェ

クトは，通常の我が国の ODA プロジェクトと異な
り，日本人技術者としては筆者一人のみで他は全
て他国のエンジニアという作業環境で推進した。

製造産業界においては，現地のマーケット需要
に合致した生産を現地で行う Made in other 
countries by Japanese management が 既
に浸透しつつあるように，社会基盤整備プロジェ
クトにおいても，日本のマネジメントで海外の資

図 3　アブドルモネム経済特別区　基本レイアウト（筆者作成）
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源をフル活用し，海外プロジェクトを遂行する方
式は有効である。

特に経済開発プロジェクトを推進する場合，生産
プロセスに必要なインフラ（電気・通信，交通，上
下水等）が日本の ODA 支援のみならず他国の支
援によるインフラに頼る場合が多々出現する。特に
ASEAN から西側に拡大する新経済圏は，中国が
先行させている一帯一路及び 5G デジタルシルク
ロード関連インフラと競合あるいは共同する場面も
登場する。この場合，従来型のハード技術やソフト
技術に加え，日本式マネジメント技術によって他国
が推進するインフラと我が国の開発プロジェクトを
調整しながら推進することが必要となる。

日本のマネジメント技術は，我が国の海外輸出
が可能な将来有望な分野であろう。日本人技術
者，特に技術士の持つ高品質な技術に加え，日本
人特有のプロジェクトを遂行する能力・責任を発
揮できる有力な分野であると考えている。

3.2　ジ・エンジニア（The Engineer）の役割
国際建設プロジェクトの多くは，国際建設契約約

款である FIDIC（国際コンサルティング・エンジニ
ア連盟）約款に基づいて遂行される。海外におけ
るプロジェクト進行プロセスは我が国のそれと大き
く異なり，発注者と受注者の間を第三者が取り持ち，
プロジェクトは三者構造の型式で進行する。この際，
プロジェクトを中立的な立場で進行主導する役割
を担う技術者がいわゆるジ・エンジニアである。

しかし，近年の FIDIC 約款改定のおり，この
ジ・エンジニアは中立的な立場から，発注者を補
佐する役割により近づいた定義となった。しか
し，開発途上国において，新しい生産基盤インフ
ラとなるスタートアップ特別区を推進するような
場合，SDGs・ESG 概念の乏しい現地主要投資
家（発注者）の下にジ・エンジニアが入るマネジ
メント方式では，透明性の高い開発整備過程を経
るのは至難の業である。

前述のカンボジア国プノンペン経済特別区に筆
者が従事した際は，筆者の属した開発コンサルタ
ント企業も出資者となり，発注者（現地特区主要
投資家）・受注者（設計者・施工者等）の各グルー

プの中で，完全中立・完全対等な立場でプロジェ
クト進行の陣頭指揮にあたるスタイルをとった。

3.3　総合技術監理による貢献
筆者は，公共機関の専門家，さらに民間開発コ

ンサルタントとして多くの特区開発に従事してき
た。その経験を通じ，総監の五つの管理で様々な
トレードオフを緩和し，複雑な諸条件の中で全体
最適を求めていくマネジメント手法は，日本人技
術者が今後，国境に関係なく世界の経済圏形成に
係わる際，SDGs・ESG を満たすインフラ整備
を行うために有効なアプローチになるものと実感
している。

4　技術士の情報発信

4.1　国際会議等での情報発信
阿吽の呼吸に頼る旧来型の日本式マネジメント

では今後の世界には通用しない。筆者は自身が実
践してきたプロジェクトマネジメント技術を，3
年おきに開催されるアジア国際土木技術会議を通
じ，台湾，オーストラリア，インドネシア，ハワ
イ，日本において口頭発表を継続してきた。世界
の技術者・技術士と将来のマネジメント手法の方
向性を議論し，常に改革・改善していくことが重
要となる。筆者の経験が技術士の皆様の参考にな
れば幸いである。
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